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インターネットによる有害情報の問題が急浮上
政府による対策が進む

第 3 章 犯罪・セキュリティ

有害情報への取り組み

アクション・ プランの

有 害 情 報 への基 本 方 針

インターネットの利用が飛躍的に拡大

してきているのに伴い、違法・有害な情

報の増加が顕著になってきている。政府

では、内閣に置かれている高度情報通信

社会推進本部（1994年設置、本部長＝

内閣総理大臣）で関係省庁における違

法・有害情報対策の調整が図られてい

る。1999年4月16日に高度情報通信社

会推進本部で決定された「高度情報通信

社会推進に向けた基本方針〜アクショ

ン・プラン〜」では、「［１］４つの当面

の目標」として、「１．電子商取引等推

進のための環境整備」、「２．公共分野の

情報化」、「３．情報リテラシーの向上、

人材育成、教育の情報化」および「４．

ネットワークインフラの整備」を挙げてい

る。これらのうち、「１．電子商取引等

推進のための環境整備」の中の「（３）違

法・有害コンテンツ対策」において、政

府としての対策が明らかにされている。そ

の対策を見ることによって有害情報への

取り組みが理解できる。

「事項名」、「施策の目的、期待される

効果等」を以下に示す。

■プロバイダーによる

自主規制ガイドラインの遵守の徹底

インターネット上における違法・有害

コンテンツの流通に対処するための、プ

ロバイダーによる自主的な取り組みを促

進する。

■高機能フィルタリングシステムの開発

インターネット上に氾濫する有害情報

に係る利用者(保護者)の不安を払拭し、

高度情報通信社会の健全な発展を図るた

め、自動レイティング機能など、フィル

タリングシステムの機能を大幅に拡充し

たシステムの開発を行う。

■コンテンツのフィルタリング技術に

関する研究開発

インターネット上に存在する違法また

は有害な情報（コンテンツ）を受信者側

でブロックするためのフィルタリング技術

の研究開発を推進する。

■改正風営適正化法の適正な運用

インターネットなどを利用して有料で

ポルノ映像を見せる営業（映像送信型性

風俗特殊営業）に届け出義務を課し、18

歳未満の者を客とすることを禁止するな

どとともに、プロバイダーに対してわいせ

つな映像に係る違法・有害コンテンツの

野放図な氾濫の状況の改善に寄与する。

■違法コンテンツに対する捜査力の強化

わいせつな映像をはじめとする違法な

コンテンツ（新たに児童ポルノの規制が行

われた場合は、児童ポルノを含む）につ

いて、その捜査力を強化するために必要

な措置を講ずることにより、違法なコン

テンツを公開しようとする者に対して、相

当の抑止力を発揮することとなり、健全

な高度情報通信社会の形成に寄与する。

■ネットワークプロバイダーの自主的な

ガイドラインの作成などの促進

改正風営適正化法により、プロバイダ

ーに対しても、わいせつ映像に係る努力

義務が課せられたことから、当該努力義

務が遵守されるようプロバイダーの業界団

体に働きかけるとともに、業界団体に加

盟していないプロバイダーに対しても法の

内容を周知徹底し、当該努力義務を遵守

するためのガイドラインの作成、組織化

などを促す。あわせて、少年の健全育成

を阻害するおそれのある情報について利用

者の情報の識別や遮断に資する格付けや

フィルタリングサービスの実施について自

主的な措置を促進する。

■発信者・利用者双方の啓発

改正風営適正化法の趣旨について発信

者および一般利用者に対して周知徹底を

図ることによって、インターネット上にも

現実空間と同様の秩序が必要である旨の

自覚を促し、健全な高度情報通信社会の

形成に寄与する。あわせて、利用者（保護

者）に対し、少年の健全育成を阻害するお

それのある情報の実態についての認識を深

め、保護者などによる取り組みを促進する。

■少年に有害な情報に関する研究

高度情報通信社会の推進に当たって、

違法・有害な情報のネットワーク上の流

通は大きな問題となっているが、どのよ

うな情報が少年非行との関連を有するか

について、必要な実態把握と分析を行う。
（堀部政男　中央大学法学部教授）

表1　施策の「措置内容」および「連絡先省庁」

事項名 措置内容 連絡省庁

２．高機能フィルタリング・システムの開発 平成10年度一次補正により開発を行う。 通商産業省

３．コンテンツのフィルタリング技術に関する研究開発
平成12年度末までに、受信者側においてインターネット上の有害情報を格付け・選別（フィルタリング）する技術の研
究成果を出す。

郵政省

４．改正風営適正化法の適正な運用 平成11年4月1日〜改正風営適正化法施行（予算については、都道府県警察において対応）。 警察庁

５．違法コンテンツに対する捜査力の強化 捜査部門について必要な体制整備を行うとともに、幹部捜査官に対し、教育訓練を実施する。 警察庁

６．ネットワーク・プロバイダーの自主的なガイドラインの作成等の促進 業界団体を通じた積極的な広報による呼びかけ。 警察庁

７．発信者・利用者双方の啓発 積極的な広報による呼びかけおよび学校やPTAを通じた周知（政府広報などの利用および都道府県警察において対応）。 警察庁

８．少年に有害な情報に関する研究 所要の機器を用いて研究を行う。 警察庁

１．プロバイダーによる自主規制ガイドラインの遵守の徹底 平成11年中に各プロバイダーがガイドラインに準拠した契約約款の策定を促進するためのモデル約款の策定を支援する。 郵政省

出所　高度情報通信社会推進本部の資料を元に作成
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